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要旨 ：地震時の 主体構造物の 振動 エ ネル ギーを付加構造物 へ 伝達す る こ とを 目的 と した セ ミ

ア クテ ィ ブ制震を適用 した弾性地 震応答解析 を行 っ た結果 ， 主体構造物 へ 入力 された地震 エ

ネ ル ギ
ー

の 8割が付加系 へ 伝達 されて お り，そ の うち 1割 が 付加構 造物 へ 伝達 され ，結果 的

に 付加構造物内粘性 減衰に よ り消費され て い た 。RC 造建 物を想定 した弾塑性 地 震応答解析

を行 っ た 結果，入 力地震動 が大き く，主体構造物 が塑性化す る場合 ，入 力地震 エ ネル ギ
ー

に

対する 付加 構造物 へ 伝達 され るエ ネル ギ
ー

の 割合は大きくなっ た 。 主体構造物の 入力地 震 エ

ネル ギーに 対す る付加 系 へ 伝達 された エ ネ ル ギ
ー

の 割合は応答低減効果 と関係が あっ た 。
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1．は じめに

　鉄筋 コ ン ク リ
ー

ト造建物 に エ ネル ギ ー吸収機

構 として 制 震構造 を適用す る例 が増 えて きて い

る 。 近年，セ ミ ア ク テ ィ ブ制震 に関す る研 究が

盛ん に行われてお り，筆者 らは ，制御対象で あ

る 主 体構造物 の 振 動 エ ネ ル ギ
ー

を異な る別 の 振

動系 で あ る付加構造物ヘ エ ネ ル ギーを伝達 させ

る こ とに よ り，主体構造物 の 地 震応答を低減 さ

せ る セ ミ ア ク テ ィ ブ制震
IP ）

の 研 究を行 っ て きた。

　本研 究で は ， 弾性 1 質点系モ デル 及び RC 造建

物 を想 定 した 弾塑性 1 質点系 モ デル に 本 セ ミ ア

クテ ィ ブ制震を適用 し，模擬地震動に よる地震

応答解析 を行 う 。 そ の 際，地震応答低減効果に

つ い て 各部の 消費 エ ネル ギーに着 目 した検討 を

行 う。また，弾塑性地震応答解析にお い ては ，

主体構造物 の 塑性化 ，各部の 消費エ ネル ギー及

び地 震応答 低減効 果 の 関係 に つ い て 検討を行 う 。

2．制御手法概要

　本セ ミア クテ ィ ブ制震 は，図一 1 に 示す よ う

に，制御対象で あ る主体 構造物 の 脇に付加構造

物 を設 け，双方 の 頂 点を可 変ダ ン パ に よ り連結

し，可変 ダ ン パ の 減衰係 数 CKt）を最大減衰係数

Cmmc，最小減衰係数 Cminに切替える こ とに よ り ，

主体 構造物 の 振動 エ ネル ギーを付加 構造物 へ 伝

達し ， 主 体構 造物 の 応答を低減 させ る と い う制

御手法で あ る。解析 モ デル の 運動 方程 式を式（1）

に ，文献 3）によ る可変 ダ ン パ減衰係数 C〆t）の 切

替え制御則 を式（2），（3）に 示す 。 式（2），（3）は ， 主

運動 方 程式

懺 畿 堀 肇 髞 （1）

　　髪
。

：入力加 速度

　　Xp ，淫p，髪，
： 主体構造物変位，速度，加 速度

　　 X
、 ，才 a ．．￥a ：付加 構造物 変位 ， 速度 ， 加速度

　　F ← Cd （り・（Xp − Xa ））1 可変ダ ン パ 荷重

主 体構 造物 　 付加 構造 物

　　　　　　　　　　　幽

　a）最大減衰係 tw　Cnmr

　　  F ・ o 　 （2）

　 b）最小減衰係数 C胤 n

図一 1 解析モ デル 　   F ≦ °

　 （3）
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体構造物が最大変形 に達 した 時，可変 ダ ン パ の

減衰係数 C〆t）を最大減衰係数　Cma か ら最小減衰

係 数 Cminに ， 主体構 造物 と付加構造物 の 相対 速

度がゼ ロ になっ た 時，最小減衰係数 Cminか ら最

大減衰係数 Cm
。，

に 切替え る こ とを意味する。

3．入力地震動

　地震応答解析 で用い る地震動 は 正 弦波合成法

に よ り作 成 した模擬 地震動 と した。目標 加速度

応答ス ペ ク トル は ， 建設省告示 1461号に示 され

た 解放工 学基盤 に お ける稀に 発 生する 地震動 の

加速度応答 ス ペ ク トル に，同 1457 号に示 された

第 二 種地盤 にお ける地盤増幅率 G 、 を乗 じた も の

と した。また，位相 ス ペ ク トル は強震 記録 を フ

ー
リエ 変換 し た もの をもとに 作成 し た 。強震記

録 には，EI　Centm　SOOE　I194111叩 ehal 膕 1ey， 以

下 ，
Elc］，

八 戸港 湾 EW 　l　l968 十勝沖，　 Hch】，神

戸海洋気象台 NS 　［1995 兵庫県南部，　Kjm ］，艶 血

S69E 【1955　Kem ，Country，　Califomia，　Tft），東北大

学 NS　［1978 宮城県沖 ，
　 Thu］）を用 い た。表一 1

に作成 し た 5 っ の 模擬地震動 の 加 速度 パ ワーの

累積値が地 震動終了時 の 5％ 〜95％ とな る経過 時

間 で定義 した 継続時間を示す。

表
一 1　 模擬地震波特性 陣 位 ： s。c 及 び crrtt・e。

z
］

ElcHch 区jmTftThu

継続時間 36，037817 ．042 ．137 」

最大加速度 lll108125128101

4，弾性地震応 答解析

　 各部の 消費エ ネル ギーが地震応答低減効果に

与 える影響を検討するた め，1 質点系地震応答解

析を行 っ た 。

4．1 主体構造物特性及び付加構造物特性

　主体構造物特性は固有周期 Tp＝ 1．0 ［sec】，質量

Mp ≡ 1．O｛ton］　 ，構 造物 内粘性 減衰定数 Hp ＝2【％亅

と し た。付加 構造物特性は剛性 Ka＝α Kp，固有周

期 ア。

富
ろ1βよ り算定す る もの と し ， 本研究で は ，

剛性比 α
＝O．25　， 振動数比 β

＝3 とした 。 以上 よ

り， 固有周ra　T。
　＝O．33 【sec】， 質量 ルち

＝0．028［ton］

とした。構造物内粘性減衰定数は H ＝ 2【％1と した 。

4，2 可変ダン パ 特性

　可変ダン パ 特性に つ い て は ，最大減衰係 数C
用 α

及び最小減衰係数 Cmin は
， それ ぞ れ 最適減衰係

数 C 。ptの 100倍及び 0，1倍 と した。最適減衰係数

C
。pt

は ，　 Maxwell 型 モ デ ル を含む振動 系にお い て

共振 ピー
クを最小化する もの で あ り，本解析で

は Mp ＞＞Ma で ある こ とか ら ， Maxwell 型 モ デル を

含む振動系とみ な し，文献 4）に よる式（4）を用 い

て 算出 し
，

13．6［kN 　secfm ｝と し た。

c
・pt

・

舞轟 （4）

・
，←vge71；）・ 主体離 物蹄 鰄 嬲

　式 （2）， （3）に基 づ き ， 制御 コ ン ピ ュ
ーターが 可

変ダ ン パ の減衰係 数 Cd （t）の 切替 え指令を出 して

か ら，実際に切替 えが 完了す るま で の 時 間を時

間遅れ Td・　O．05［sec】と し，こ の 時間遅れ Td間は ，

可変ダ ン パ 減衰係数 Cd（t）は ，線形に変化す るも

の とした 。

4，3 数値解析方法

　本解析で は数値積分法 と して Runge−Kutta法

を用い ，積分時間刻み は 0，00005［sec】，入力 地震

動は前章にて作成 した地震動 とした。また，地

震 動入 力 は ， 前 章に示 した模擬 地震動の 継続時

間の 後に 10【S  亅間ゼ ロ を入 力 した
。 従 っ て ， 解

析時 間は 模擬地 震動 の 継続時 間＋10【sec】と した 。

4．4 解析結果及び検討

　無制御時最大応答，セ ミ ア ク テ ィ ブ制御時最

大応答 ， セ ミア クテ ィ ブ制御 時最大 応答 と無制

御時最大応答 の 差を無 制御時最大応 答で 除 した

応答低減 率を 図
一2 に 示す。ま た ，主体構造物

最大応答 ， 付加構造物最大応答，付加構造物最

大応答 を主体構造物最大応答 で 除 した応答倍率

を図一3 に 示す。

　図
一2 の 各 応答低減率 にお い て ， 加 速度応 答

低減率は 変位応答低減率よ り低 く，加速度に つ

い て は変位ほ ど応答低減効果 が得 られ て い な い
。

また，Thu 入力時の応答低減率は高 く，応答低減
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効果 が最 も得 られ て い る の に対 し，Kjm 入 力時

の 応答低減率は低 く，最 も応答低減効果が得 ら

れ て い な い
。 変位 及 び 加速度 の 応答低減率 の 入

力 地 震動 の 位 相 特性 に よ る ば ら つ き は 最大 で

30％程度で ある。

　図
一3 の 各応答倍 率に お い て ，変位応答倍率

よ り加速度応答倍 率が高 くな っ て い る 。 応答倍

率 は応答低 減率 とほぼ同様の 傾 向を示 してお り ，

付加構 造物 の 応 答す なわ ち付加 構造 物 へ 伝達 さ

れ た エ ネル ギー量 が応答低減効果に 影響を与 え

て い る可能性が ある。そ こ で ，振動系各部の 消

費エ ネル ギ
ー

量 が本 セ ミア クテ ィ ブ制震の 応答

低減効果に 与え る影響を検討す る ため ， 式 （1）の

両辺 に各応答速度を乗 じ て 時間積分 し，各部 の

エ ネ ル ギー
量 を算出 した 。式（1）よ り求め られ る

エ ネ ル ギー
の 釣合 い 式を式（5）に示す。解析終了

時，主体構造物及び 付加構造物の振動 エ ネル ギ

ー，歪 エ ネル ギーがゼ ロ に なる の で，式（5）は ，

各構造物粘性減衰力が した仕事 Epd ，E 。U ，可変

ダ ン パ 荷重 が主体構 造物 に した仕事 E画 卩 ，可変

ダ ン パ 荷重 が付加 構造物 に し た仕事 E
。．dep 及 び

地震 入 力 エ ネ ル ギ
ーEp．e ，E 。 、，

の 項 か ら構成 され

る 似 下，Ep．d ，E 。a ，Ep．di，p ，恥 吻 ，Epイ ，E』e）。

｛
Ep．d ＋ Ep−di。p　＝ 　Ep．e
Ea−d ＋ E

。−dnp ニEa−e

口 無制御時応答 翻 セ ミア ク テ ィ ブ制御時応答

E
’

豊・

智
’

　 0

　 10

冒 8

畢6

留
倒 2

　 0

　 4

＋ 応答低減率

Elc　　 Hch 　　 Kjm 　　　Tft　　 Thu

Elc　　　Hch　　　Kjm 　　　Tft　　　Thu

oo1

司

嚇

醸

蒐
偈

0
　
　

0
　　
0

8
　
　
rO

　
　

4可

ま］
　
　

餌

瞬

贏
嬉
僧

ま】

200

　
0080

ω

40
　
200

　

　
　

1

（5）

　図
一4 （上）に Ep．e，　 Ep 、inp，1写吻

／場｛ を，（下）

に E
。
．e，　 E 、

．d，　IEa一卿 1，　IE。．a，u，1　／　Eparpを示す。図一

4 （上）よ り， 主体構 造物 へ 入 力 され た地震 エ

ネル ギーの 80％以上 が，可変 ダ ン パ 荷重が主 体

構造物に した仕事 に よる も の ，すなわち．主体

構造物か ら付加系 （可変ダ ン パ 及び付加 構造物 ）

へ 伝達 され たエ ネ ル ギ
ー

で ある 。 残 りの 20％ 程

度が，主体構造物 内粘性減衰に よ り消費 されて

い る こ とにな る。可変 ダ ン パ 荷重が付加構造物

に した仕事 E』砌 は負 の 値 とな り ，
こ れ は，主 体

構 造物 か ら可変ダ ン パ を介 して ， 付加構造物 ヘ

エ ネ ル ギーが伝達 され た こ とを意味す る e 図 一

4 （下）の斜線部 1　E。
．dimp　1は E

。
．d の うちの 主体構

図
一2 　無制御 時とセ ミア クテ ィ ブ制御時比較
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造物か ら可変ダ ン パ を介 して 付加 構造物 へ 流入

し， 結果 的に付加構造物内粘性減衰に よ り消費

された エ ネル ギーを示 して お り，主 体構造物か

ら付加系 に伝達 された エ ネル ギ
ー

の 12％程度で

あ る 。
つ ま り ， 主体構 造物 へ 入力 された地 震 エ

ネル ギ
ー

の うち 8 割程 度が付加系 に伝達 され ，

そ の うち 9 割程度が 可変ダ ン パ に よ り消費 され ，

1 割程度が付加 構 造物 へ 伝達 され て ，結 果 的 に 付

加 構造物 内粘性減衰に よ り消費 され て い る こ と

が分か る。

　図
一4 （上） の 応答 低減率 と Ep −dnp ／ Ep．e は ほ

ぼ似た傾 向に あ るが ，応答低減効果が小 さか っ

た Kjm 入力時で は ，　 Ep．di。p　IEp−e が 比 較的小 さく，

Hch 入力時の よ うに E写、imp　l　Ep、，が小 さく て も応

答低減効 果が大き い ケ
ー

ス も見 られ る。

　さ らに，Epabxp／Ep“ と応答低減効 果 の 関係 に つ

い て 調べ るた めに ， 解析開始 か ら 20 秒間 の 時間

当た りの Epe及び 場吻
の 変化 を算出し ， 図

一5

に 示 す。応答低減効果が大 き か っ た E且c ，Tft，

Thu 入力で は ，時間当た りの Ep．e の 変化は小 さく，

平均的で ある。ま た ，Ep−di。pfEPt が 比 較的小 さか

っ た Hch 及 び Kjm 入 力時で は，時間当た りの ろ 、

の 変化が大 きく，ピークが 明確で あ る 。 地震入

力 エ ネ ル ギーが瞬時 に 大 き くな る地 震動 に対 し

て は ，応答低減効果が得 られない 場合もあ る 。

Ep．di。p に つ い ては，Hch 入 力時は E与e の 半分程度，

Kjm 入力 時は 113程 度であ り，こ の 違 い が 2 波 の

応答低減効果 に影響を与 えた と考 え られ る。

用 い ，構 造物 内粘性 減衰 定数 Hp は瞬 間剛性比例

型の 2％とした。降伏時の 周期 Tpは 1．0エsec】と し

た 。 付加構 造物 は鉄 骨造を想定 し，前章で用 い

た特性 と した 。また，塑性化は 考慮せ ず，弾性

範囲 にお さまる も の と した。可変ダ ン パ 特性に

つ い て も前章で 用い た特性 と した 。

　数値積分 法は Newmark β法（fi　・・1／4）と し，入力
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5．弾塑性地震応答解析

　主体構造物 の 塑性化 が地 震応答低減効果 に 与

える影響に つ い て検討す るた め，1質点系 弾塑性

地震応答解析を行 っ た。

5．1 解析条件

　主体構造物は RC 造建物を想定 し，復元力特性

は図
一6 に示す Tri−linear型 と し た 。降伏耐力 ろ

は 構造物 重量 の 0．3 倍 ，ひ び割れ 点耐力 Fc は降

伏耐力 ろ の 1／3 倍，初期剛性 Kcは 降伏点割線剛

性 Kr の 4 倍 ，降伏後 の 剛性 Kp は初期剛性 Kc の

0，01 倍 と した。履歴 モ デ ル には 駘 keda モ デ ル を

100

0

・100300

Tft
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一100
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図
一5　 時間当た りの エ ネ ル ギー貴の 変化

20

一1054一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Concrete Institute 

NII-Electronic Library Service 

Japan 　 Conorete エnstitute

地震動は 3 章にて 作成 した模擬地震動 を 1倍 （稀

に 発生す る地震動 に相当）〜 5 倍 （極め て 稀に発

生す る地震動に 相当） した も の と し ，
こ の 1 倍

〜5 倍 を入 力倍 率 と した 。そ の他に つ い て は ， 前

章 と同様の条件 と した。

5．2 解 析結果及 び検討

　図
一 7 （左 ）に セ ミ ア ク テ ィ ブ制御 時及 び無制

御時最大塑性 率を，（右）に最大加速度を示 す。ま

た ，各応答低減率 も同図 に示す。最大塑性率で

は，応答低減率は 5％〜50％ とば らつ い て い るが，

応答低減効果は ある と言 える。弾性地 震応答解

析 時と比較す る と ， 入力 倍率 が 大 き くな る と，

弾性 地震応答解析時の応答低 減率に近づ くケー

ス も見 られ るが，入力倍率が 1 にお い て は全体

的 に低 い 。最大加速度で は ，入力倍率 が 大 き く

な ると応答低減率が一100％ を超 える ， す なわ ち ，

無制御時の 2 倍を超 えるケ
ー

ス も見 られ，全体

的に応答低減効果が得 られ ず ，増加 の傾向が あ

る 。

　弾塑性解析時の エ ネル ギ
ー

釣 合 い 式は、式（5）

に主 体構 造物 の 履歴減衰に よる エ ネ ル ギ
ーEely”

（以下 ， Ep．ity，t） の 項 を加 えた式 （6）で 表 され る。
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伴 う主体構造物変位
一

可変ダ ン パ 荷重関係の 履

歴 形状 の 変化 に よ り説 明 で き る．文献 5）で は，

入 力地震動が大き くな る と，主体構造物が非線

形化 に よる剛 性低下 の た め，見か け の 周 期が長

くな り ， 可変 ダ ン パ の 減衰係数 Cd　Ct）が最小減衰

係数 Cmin状態の 時間が短 くな り，主体構造物変

位
一

可変ダ ン パ 荷 重 関係 の 履歴 形状 が 変化 し，

結果 的 に履歴 面 積 （本研 究 に お け る Ep．ce。p）が増

加する と報告 して い る。こ の 影響で Ep．dimpXEp −e が

増加 して い る と考 え られ る。Ep．by。t　rEp．e は，入力

倍率 1〜3 ま で は減少傾 向 にあ り， それ を超 え る

と 入 力地震動に よ る違い は 見 られる が，若干増

加 し，入 力倍率 5 で は 30〜40％程度で ある 。

Ep−
、YEp．e は ，入 力 倍 率 1 で は ，30％ と 大 き い が，

それ を超え る と減少傾向に あ り，入力倍率 5 で

は 10％程度であ る。E
。．di。〆Ep．e は，入力倍率に よ

らず ， 10％ と小 さ い 。 以上 よ り ， 入 力倍率 が小 さ

い 場合，主 体構造物 へ 入力 され た地 震エ ネ ル ギ

ーの 30％ が 付加 系 へ 伝 達され ，
主体構 造物 内粘

性 減衰によ り 30％ が ，履歴減衰によ り 40％ が 消

費 されて い る。入 力倍 率 が大 き い 場 合，上記 の

割合 が 50〜60％，10％ ， 30〜40％ と変化 す る 。 付

加 構 造物 へ 伝達 され ， 付加 構造 物 内粘性 減衰 に

よ り消費 され た エ ネ ル ギーは入 力倍率 に よ らず

付加 系に伝達 され た エ ネ ル ギ
ー

の 10％程度で あ

る。入力倍率が大きく，主体構造物が塑性化 し

た場 合，入 力地 震 エ ネ ル ギ
ー

に対す る付加構 造

物 へ 伝達 され る エ ネ ル ギ
ー

の 割 合 は大 きくな る

と言 え る。ま た ， 地震応答低減効果 と Ep．‘inpfEp．e

と の 関係 に つ い て は ，同様 の 傾 向 が 見 られ る場

合もある。

6．結論

　本セ ミ ア クテ ィ ブ制震 を適用 し，地震応答解

析を行 っ た結果 ， 以下 の 知 見を得た 。

（D 弾性 1質点系地震応答解析で は，

（a）主体構造物 へ 入力 された地震エ ネル ギーの

　　 8 割が付加系 へ 伝達 され て お り
， そ の うち 9

　　 割が 可 変ダ ン パ で 吸収され ，1 割 が付加構

　　 造物 へ 伝達 され，結果的に 構造物内粘性減

　　 衰 に よ り消費 され て い る 。

（b）主体構造物 の 入 力地震 エ ネル ギーに対す る

　　 付加系 へ 伝達 された エ ネル ギ
ー

の 割合は応

　　 答低減効果 と同様の傾向を示す場合がある。

（c）瞬時に大 きな地震エ ネル ギーが入 力 され る

　　 地震動に 対 し て は ， 時間当た りの 付加 系へ

　　 伝達 され るエ ネル ギーの 変化の違い に よ り

　　 応答低減効果 が異なる。

（2）弾塑性 1質点 系地震応答解析 で は，

（a）入 力地震動が大きく，主体構造物が塑性化

　　 す る場合，入力地震エ ネル ギー
に対 す る付

　　 加 構造物 へ 伝達 され る エ ネ ル ギ
ー

の 割 合 は

　　 大きくなる。

（b）主体構造 物 の 入 力地震 エ ネ ル ギ
ー

に 対 す る

　　 付加 系 へ 伝達 され たエ ネ ル ギ
ー

の 割合 は応

　　 答低減効果 と同様の傾向を示す場合があ る 。

（3）（1）， （2）の 知 見 におけ る各部 の エ ネル ギ
ー

消

　 費の 傾向は ， 主体構 造物特性 と付加 構造物特

　 性 の 影 響を大き く受 け る と考え られ ，今後，

　 両者 の 特性 が各部 の エ ネ ル ギー消費 の 傾 向

　 に与え る影 響に つ い て検討が必 要で ある e

参考 文献

1） Iwan 　 WD ．　 and 　L．」．W …mg ： AComparison 　 of

　 Conirol　Ngorithms　for　Active　Interraction

　 Con1rol　 of　Civil　 Stuctures，　 Proc ，
2WCSC

，

　 vol ．1，pp．1559。1566，1998．

2） 丹 羽 直幹 ：エ ネ ル ギーを極 大化す る セ ミ ア ク

　 テ ィ ブ 制 震 ．日本 建 築学会構 造 系論文 集第

　 555号，pp61−68，2002 、5．

3） 本村
一

成 ， 塩原 等 ， 楠 原文雄 ： 付加 構造 物 の

　 動的特性 を利用 した セ ミ ア クテ ィ ブ 制震 の

　 地震応 答低 減効果 ， 日本 地震工 学 会大会 一

　 2004梗概集，PP280−281，2004，1

4） 栗 野治 彦 ； ONXOFF 型 セ ミ ア ク テ ィ ブ ダ ン パ

　 の 振動制御能力に 関する基礎的考察，日本建

　 築学会構 造系論文集 ， 第 564 号 ，
PP63 −70

，

　 2003．2

5） 本村
一

成 ，塩原 等 ：付加 構造物 の 動的特性 を

　 利用 した セ ミアクテ ィブ制震に よる RC 構造

　 物 の 地 震応 答低減効果の 検討 ，
コ ン ク リ

ー
ト

　 工 学 ，

ifb1．26，　 No．2，　 PP．1231・1236， 2005，7

一1056一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


